日独共同大学院プログラム
海外滞在旅費応募要領（2017年度渡航分）
日本学術振興会とドイツ研究協会の共同事業「日独共同大学院プログラム」は、日独の双方の大学が協力して大学院博士課程の教育研究を共同で行い、プログラムに参加する学生が出身大学において博士号を取得することを支援するものです。東京大学大学院総合文化研究科とマルティン・ルター・ハレ・ヴィッテンベルク大学（ドイツ）第一哲学部は2007年度にこのプログラムに採択され、2007年9月から2012年8月までの期間、学生・教員交流を通じて博士課程の共同教育研究を行ってきました。これまでの成果が認められ、2012年9月より2017年8月までの5年間、本プログラムが継続されることが決まりました。これにより、プログラム登録者のうち年間6名程度が10ヶ月以内、海外滞在旅費（長期）による援助を受けてハレ大学に滞在することになります。また、博士論文作成のための海外滞在旅費（短期）（若干名）の援助も実施します。本プログラムの趣旨を理解したうえで奮ってご応募ください。
なお、本奨学金を受けた場合には、研究テーマおよび氏名等が本プログラムHPほかの関連媒体で公表されることがあります。
2017年4月3日
日独共同大学院プログラム・コーディネーター
梶谷真司
１．応募資格
東京大学大学院総合文化研究科博士課程在籍者のうち、日独共同大学院プログラム登録者。
※日本学術振興会の特別研究員（DC）も、本プログラムにより一定の援助を受けることができる。
※休学中の者は本海外滞在旅費に申請することはできるが、旅費の支払いを受けることができないため、渡航日までに必ず復学すること。
２．交付額
審査のうえ決定する。
【交付額の目安】
長期（協定による留学）：滞在費（月額16～180,000円程度）ならびに航空運賃（上限18万円）
短期（1～3ヶ月程度）：滞在費（滞在日数に応じて支給しする）ならびに航空運賃（上限18万円）
※金額は予算枠によって変動する可能性がある。
※日本学術振興会の特別研究員（DC）の滞在費は減額される。
３．応募方法
申請書（別紙様式）を日独共同大学院プログラム運営委員会に提出すること。審査結果はメールで通知される。なお、応募にあたっては、下記の各点に留意のこと。
（1） 申請書を提出する前に担当者（連絡先は末尾に記載）に連絡をとり、詳しい説明を受けることが望ましい。

（2） 今回応募する計画は、2017年4月1日以降に開始され、2017年8月中旬をめどに終了するものとする。また、日本から出発し、日本に帰国するものとする（海外に滞在中の者は、計画開始前にいったん日本に帰国する必要があるので注意すること）。

（3） 海外滞在旅費（長期）に応募する者（ただし日本学術振興会の特別研究員を除く）は、総合文化研究科とハレ大学第一哲学部との間の「学術交流協定」ならびに「学生交換に関する覚書」に基づいてハレ大学に留学することになる。

（4） 海外滞在旅費（短期）に応募する者は、調査の成果を日独双方の指導教員に報告し、その承認のもとに、日独共同大学院プログラム科目「日独研究実験実習」の単位を取得することが前提となる。ハレ大学の指導教員との面談あるいはハレ大学で開催されるゼミ等への参加を渡航計画に入れることを奨励する。なお、長期滞在の希望者が6名程度に達するまでは、原則として、長期滞在の希望者が短期調査の希望者よりも優先される。

（5） 応募書類の提出にあたっては、指導教員とよく相談し、その承認を得ること。
４．選考方法
提出書類にもとづいて日独共同大学院プログラム運営委員会で選考を行う。
５．交付方法

本人名義の銀行口座に振り込む。

　

６．受給条件
（1） 海外滞在旅費の支給にあたっては、出発日の1ヶ月前までに必要書類を大学事務に提出する必要がある。申請手続きは極めて煩雑であるため、遅くとも2ヶ月前には準備を始め、期日までにすべての必要書類を提出すること。
（2） 計画書に記された研究・調査などに従事している期間中の事件、事故等を含むすべての事柄について東京大学には責任がないことを確認する旨、および７．に定められた書類を必ず提出する旨の申し立て書を、交付決定後に提出すること。
（3） 国外での研究・調査にあたっては、渡航期間中の事故や疾病に対して保険による補償が得られることを証明する書類を、交付決定後に提出すること。長期滞在者は渡航後に保険への加入手続きを取ることでそれに代えることができる。
７．報告義務
受給者は、海外滞在旅費による研究計画の終了後、次の書類を日独共同大学院プログラム運営委員会に提出する。
（1） 出張報告書（旅費申請書エクセルファイル3シート目の様式）（原則として帰国後1週間以内）
（2） 旅費申請書に記載された移動の際の航空券の半券（原則として帰国後1週間以内）
（3） 報告書（終了後１ヶ月以内。ただし、6月、9月、12月に帰国する者は当該月の月末までに提出のこと。3月に帰国するものは帰国後1週間以内提出のこと。）
日独共同大学院プログラム運営委員会の定める指定の書式に、研究計画に基づいて実施した研究・調査の成果を記すこと。後に、日独共同大学院プログラムの関連の印刷物やHPに掲載される可能性があることを了承すること。
（4） その他、日独共同大学院プログラム運営委員会の求める書類
　＊書類（１）および（３）は、提出前に電子ファイルを事務局に送付し、チェックを受けること。
８．変更届出
旅費支給額の変更をともなうような計画変更（滞在日数の大きな変更、年度を越えた計画の延期等）は極めて難しいため、申請の際によく計画し、変更が出ないように留意すること。やむをえない事情により交付決定後に研究計画に変更が生じた場合には、ただちに日独共同大学院プログラム運営委員会に届け出なければならない。重大な変更の場合には、交付決定を取り消すこともある。
９．その他
提出されたデータおよび書類は返却しない。
１０．書類提出先・担当者連絡先
総合文化研究科・教養学部9号館3階313号室および318A号室
ドイツ・ヨーロッパ研究センター気付

日独共同大学院プログラム運営委員会（担当：平松英人）
Tel&Fax:　03-5454-6112（内46112）　　E-mail:　igk@igk.c.u-tokyo.ac.jp
URL: http://igk.c.u-tokyo.ac.jp/
＊書類提出または担当者と面談したい場合は事前にメールで確認すること。
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